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平
成
二
十
五
年
十
二
月
二
十
七
日

第
三
千
五
百
六
十
号

増

刊

②

　
　
　
　

企
　
業
　
局

○
福
岡
県
公
営
企
業
に
従
事
す
る
企
業
職
員
の
給
与
に
関
す
る
規
程
の
一
部
を
改

正
す
る
規
程�

（
企
業
局
管
理
課
）
…
…
…
…
…
一

　
　
　
　

人
事
委
員
会

○
福
岡
県
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
の
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
規
則�

（
人
事
委
員
会
事
務
局
給
与
公
平
課
）
…
…
…
…
…
一

○
福
岡
県
職
員
の
退
職
手
当
に
関
す
る
条
例
の
施
行
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
規
則�

（
人
事
委
員
会
事
務
局
給
与
公
平
課
）
…
…
…
…
…
一

　

福
岡
県
公
営
企
業
に
従
事
す
る
企
業
職
員
の
給
与
に
関
す
る
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
規
程
を
次
の

よ
う
に
定
め
る
。

　
　

平
成
二
十
五
年
十
二
月
二
十
七
日

�

福
岡
県
企
業
管
理
者　
　

佐　

藤　

清　

治　
　

福
岡
県
企
業
局
管
理
規
程
第
七
号

　
　
　

福
岡
県
公
営
企
業
に
従
事
す
る
企
業
職
員
の
給
与
に
関
す
る
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る

規
程

　

福
岡
県
公
営
企
業
に
従
事
す
る
企
業
職
員
の
給
与
に
関
す
る
規
程
（
昭
和
三
十
八
年
福
岡
県
企
業
局

管
理
規
程
第
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　

第
八
条
第
一
項
第
十
号
中
「
第
四
条
に
定
め
る
警
報
」
の
下
に
「
若
し
く
は
同
令
第
五
条
に
定
め
る

特
別
警
報
の
」
を
、
「
当
該
警
報
」
の
下
に
「
若
し
く
は
当
該
特
別
警
報
」
を
加
え
る
。

　
　
　

附
　
則

　

こ
の
規
程
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

　

福
岡
県
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
の
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
制
定
し
、

こ
こ
に
公
布
す
る
。

　
　

平
成
二
十
五
年
十
二
月
二
十
七
日

�

福
岡
県
人
事
委
員
会
委
員
長　
　

簑　

田　

孝　

行　
　

福
岡
県
人
事
委
員
会
規
則
第
十
八
号

　
　
　

福
岡
県
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
の
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

　

福
岡
県
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
の
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
九
年
福
岡
県
人
事
委
員
会

規
則
第
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　

第
十
条
第
一
項
中
「
規
定
す
る
」
の
下
に
「
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
」
を
、
「
第
四
条
に
定
め

る
警
報
」
の
下
に
「
若
し
く
は
同
令
第
五
条
に
定
め
る
特
別
警
報
の
」
を
、
「
当
該
警
報
」
の
下
に
「

若
し
く
は
当
該
特
別
警
報
」
を
加
え
、
同
条
第
二
項
及
び
第
三
項
中
「
規
定
す
る
」
の
下
に
「
人
事
委

員
会
規
則
で
定
め
る
」
を
加
え
る
。

　
　
　

附
　
則

　

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

　

福
岡
県
職
員
の
退
職
手
当
に
関
す
る
条
例
の
施
行
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
制
定

し
、
こ
こ
に
公
布
す
る
。

　
　

平
成
二
十
五
年
十
二
月
二
十
七
日

�

福
岡
県
人
事
委
員
会
委
員
長　
　

簑　

田　

孝　

行　
　

福
岡
県
人
事
委
員
会
規
則
第
十
九
号

　
　
　

福
岡
県
職
員
の
退
職
手
当
に
関
す
る
条
例
の
施
行
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

規
則

　

福
岡
県
職
員
の
退
職
手
当
に
関
す
る
条
例
の
施
行
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
四
十
九
年
福
岡
県
人
事
委

員
会
規
則
第
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　

第
一
条
中
「
第
五
条
の
二
第
二
項
第
二
十
号
、
第
七
条
の
四
第
一
項
、
第
二
項
、
第
三
項
及
び
第
五

項
、
第
九
条
第
一
項
、
第
十
項
及
び
第
十
三
項
、
第
十
条
の
二
第
二
号
並
び
に
第
二
十
条
」
を
削
る
。

目
　
　
　
次

企
　
業
　
局

人
事
委
員
会
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人
で
あ
つ
て
同
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
運
輸
大
臣
が
指
定
す
る
法
人
以
外
の
も
の
又
は
同
法
第

十
五
条
に
規
定
す
る
日
本
国
有
鉄
道
清
算
事
業
団
の
債
務
等
の
処
理
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
年

法
律
第
百
三
十
六
号
）
附
則
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
解
散
前
の
日
本
国
有
鉄
道
清
算
事
業

団
の
職
員
と
し
て
の
在
職
期
間

　

六　

公
益
的
法
人
等
へ
の
福
岡
県
職
員
の
派
遣
等
に
関
す
る
条
例
（
平
成
十
三
年
福
岡
県
条
例
第
五

十
号
）
第
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
法
人
役
職
員
と
し
て
の
在
職
期
間

　

（
退
職
理
由
記
録
の
記
載
事
項
等
）

第
三
条
の
二　

条
例
第
六
条
の
二
に
規
定
す
る
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
作
成
す
る

条
例
第
四
条
第
一
項
第
三
号
及
び
第
五
条
第
一
項
第
六
号
に
掲
げ
る
者
の
退
職
の
理
由
の
記
録
（
以

下
こ
の
条
に
お
い
て
「
退
職
理
由
記
録
」
と
い
う
。
）
に
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

　

一　

作
成
年
月
日

　

二　

氏
名
及
び
生
年
月
日

　

三　

退
職
の
日
に
お
け
る
勤
務
所
属
及
び
職
名

　

四　

勤
続
期
間
並
び
に
採
用
年
月
日
及
び
退
職
年
月
日

　

五　

退
職
の
理
由
及
び
当
該
退
職
の
理
由
に
該
当
す
る
に
至
つ
た
経
緯

　

六　

作
成
者
の
職
名
及
び
氏
名

２　

退
職
理
由
記
録
の
様
式
は
、
様
式
第
一
号
と
す
る
。

３　

退
職
理
由
記
録
に
は
、
職
員
が
提
出
し
た
辞
職
の
申
出
の
書
面
の
写
し
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

４　

退
職
理
由
記
録
は
、
職
員
の
退
職
後
速
や
か
に
作
成
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５　

退
職
理
由
記
録
は
、
任
命
権
者
が
そ
の
作
成
の
日
か
ら
五
年
間
保
管
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

（
休
職
及
び
休
職
月
等
）

第
三
条
の
三　

条
例
第
七
条
の
四
第
一
項
に
規
定
す
る
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
休
職
は
、
次
に
掲

げ
る
休
職
と
す
る
。

　

一　

地
方
公
務
員
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
六
十
一
号
）
第
二
十
八
条
第
二
項
第
一
号
の
規

定
に
よ
る
休
職
の
う
ち
、
公
務
上
の
負
傷
若
し
く
は
疾
病
、
通
勤
に
よ
る
負
傷
若
し
く
は
疾
病
又

は
結
核
性
疾
患
に
よ
る
も
の

　

二　

福
岡
県
警
察
職
員
の
分
限
に
関
す
る
条
例
（
昭
和
二
十
九
年
福
岡
県
条
例
第
四
十
二
号
）
第
二

　

第
二
条
か
ら
第
三
条
の
三
ま
で
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　

（
給
料
月
額
）

第
二
条　

条
例
の
規
定
に
よ
る
退
職
手
当
の
計
算
の
基
礎
と
な
る
給
料
月
額
は
、
職
員
が
休
職
、
停
職

、
減
給
そ
の
他
の
理
由
に
よ
り
そ
の
給
料
（
こ
れ
に
相
当
す
る
給
与
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
の
一

部
又
は
全
部
を
支
給
さ
れ
な
い
場
合
に
お
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
理
由
が
な
い
も
の
と
し
た
場
合
に
お

い
て
そ
の
者
が
受
け
る
べ
き
給
料
の
月
額
と
す
る
。

　

（
基
礎
在
職
期
間
）

第
三
条　

条
例
第
五
条
の
二
第
二
項
第
二
十
号
に
規
定
す
る
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
在
職
期
間
は

、
次
に
掲
げ
る
在
職
期
間
と
す
る
。

　

一　

条
例
第
十
条
の
三
第
六
項
本
文
に
規
定
す
る
場
合
に
お
け
る
移
行
型
一
般
地
方
独
立
行
政
法
人

の
職
員
と
し
て
の
在
職
期
間

　

二　

条
例
附
則
第
三
十
三
項
の
規
定
に
よ
り
退
職
手
当
の
算
定
の
基
礎
と
な
る
勤
続
期
間
の
計
算
に

つ
い
て
職
員
と
し
て
の
引
き
続
い
た
在
職
期
間
と
み
な
さ
れ
る
旧
専
売
公
社
又
は
旧
電
信
電
話
公

社
の
職
員
と
し
て
の
在
職
期
間

　

三　

条
例
附
則
第
三
十
四
項
の
規
定
に
よ
り
退
職
手
当
の
算
定
の
基
礎
と
な
る
勤
続
期
間
の
計
算
に

つ
い
て
職
員
と
し
て
の
引
き
続
い
た
在
職
期
間
と
み
な
さ
れ
る
昭
和
六
十
年
三
月
三
十
一
日
ま
で

の
た
ば
こ
事
業
法
等
の
施
行
に
伴
う
関
係
法
律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
五
十
九
年
法
律

第
七
十
一
号
）
第
四
条
及
び
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
法
及
び
電
気
通
信
事
業
法
の
施
行
に
伴
う

関
係
法
律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
五
十
九
年
法
律
第
八
十
七
号
）
第
五
条
の
規
定
に
よ

る
改
正
前
の
国
家
公
務
員
等
退
職
手
当
法
（
昭
和
二
十
八
年
法
律
第
百
八
十
二
号
）
第
二
条
第
二

項
に
規
定
す
る
職
員
と
し
て
の
引
き
続
い
た
在
職
期
間
及
び
昭
和
六
十
年
四
月
一
日
以
後
の
日
本

た
ば
こ
産
業
株
式
会
社
又
は
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
の
職
員
と
し
て
の
在
職
期
間

　

四　

条
例
附
則
第
三
十
五
項
の
規
定
に
よ
り
退
職
手
当
の
算
定
の
基
礎
と
な
る
勤
続
期
間
の
計
算
に

つ
い
て
職
員
と
し
て
の
引
き
続
い
た
在
職
期
間
と
み
な
さ
れ
る
旧
日
本
国
有
鉄
道
の
職
員
と
し
て

の
在
職
期
間

　

五　

条
例
附
則
第
三
十
六
項
の
規
定
に
よ
り
退
職
手
当
の
算
定
の
基
礎
と
な
る
勤
続
期
間
の
計
算
に

つ
い
て
職
員
と
し
て
の
引
き
続
い
た
在
職
期
間
と
み
な
さ
れ
る
昭
和
六
十
二
年
三
月
三
十
一
日
ま

で
の
旧
日
本
国
有
鉄
道
の
職
員
と
し
て
の
在
職
期
間
及
び
昭
和
六
十
二
年
四
月
一
日
以
後
の
日
本

国
有
鉄
道
改
革
法
（
昭
和
六
十
一
年
法
律
第
八
十
七
号
）
第
十
一
条
第
二
項
に
規
定
す
る
承
継
法



第３５６０号 増刊②福 岡 県 公 報平成 25 年 12 月 27 日　金曜日3

月
等
か
ら
順
次
に
数
え
て
そ
の
月
数
の
三
分
の
一
に
相
当
す
る
数
（
当
該
相
当
す
る
数
に
一
未
満

の
端
数
が
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
切
り
上
げ
た
数
）
に
な
る
ま
で
に
あ
る
休
職
月
等
、
退
職
し
た

者
が
属
し
て
い
た
職
員
の
区
分
が
同
一
の
休
職
月
等
が
な
い
休
職
月
等
に
あ
つ
て
は
当
該
休
職
月

等

　

三　

第
一
号
に
規
定
す
る
事
由
以
外
の
事
由
に
よ
り
現
実
に
職
務
を
と
る
こ
と
を
要
し
な
い
期
間
の

あ
つ
た
休
職
月
等
（
前
号
に
規
定
す
る
現
実
に
職
務
を
と
る
こ
と
を
要
し
な
い
期
間
の
あ
つ
た
休

職
月
等
を
除
く
。
）　

退
職
し
た
者
が
属
し
て
い
た
職
員
の
区
分
が
同
一
の
休
職
月
等
が
あ
る
休

職
月
等
に
あ
つ
て
は
職
員
の
区
分
が
同
一
の
休
職
月
等
ご
と
に
そ
れ
ぞ
れ
そ
の
最
初
の
休
職
月
等

か
ら
順
次
に
数
え
て
そ
の
月
数
の
二
分
の
一
に
相
当
す
る
数
（
当
該
相
当
す
る
数
に
一
未
満
の
端

数
が
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
切
り
上
げ
た
数
）
に
な
る
ま
で
に
あ
る
休
職
月
等
、
退
職
し
た
者
が

属
し
て
い
た
職
員
の
区
分
が
同
一
の
休
職
月
等
が
な
い
休
職
月
等
に
あ
つ
て
は
当
該
休
職
月
等

　

第
四
条
中
「
様
式
第
一
号
」
を
「
様
式
第
二
号
」
に
改
め
る
。

　

第
四
条
の
次
に
次
の
七
条
を
加
え
る
。

　

（
募
集
実
施
要
項
の
記
載
事
項
）

第
四
条
の
二　

条
例
第
七
条
の
六
第
二
項
に
規
定
す
る
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲

げ
る
事
項
と
す
る
。

　

一　

条
例
第
七
条
の
六
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
募
集
（
以
下
こ
の
条
及
び
第
四
条
の
六
に
お
い
て
「

募
集
」
と
い
う
。
）
の
対
象
と
な
る
べ
き
職
員
の
範
囲

　

二　

条
例
第
七
条
の
六
第
二
項
に
規
定
す
る
募
集
実
施
要
項
（
以
下
こ
の
条
、
第
四
条
の
六
第
三
項

及
び
第
四
条
の
八
に
お
い
て
「
募
集
実
施
要
項
」
と
い
う
。
）
の
内
容
を
周
知
さ
せ
る
た
め
の
説

明
会
を
開
催
す
る
予
定
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
旨

　

三　

条
例
第
七
条
の
六
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
応
募
（
以
下
こ
の
条
、
第
四
条
の
三
及
び
第
四
条
の

六
第
三
項
に
お
い
て
「
応
募
」
と
い
う
。
）
又
は
応
募
の
取
下
げ
に
係
る
手
続

　

四　

条
例
第
七
条
の
六
第
六
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
（
以
下
第
四
条
の
四
に
お
い
て
「
通
知
」
と
い

う
。
）
の
予
定
時
期

　

五　

第
四
条
の
六
第
三
項
に
規
定
す
る
時
点
で
募
集
の
期
間
が
満
了
す
る
も
の
と
す
る
と
き
は
、
そ

の
旨
及
び
同
項
に
規
定
す
る
応
募
上
限
数

　

六　

そ
の
他
任
命
権
者
が
必
要
と
認
め
る
事
項

２　

任
命
権
者
は
、
募
集
実
施
要
項
に
前
項
第
一
号
に
掲
げ
る
職
員
の
範
囲
を
記
載
す
る
と
き
は
、
当

条
第
一
項
、
福
岡
県
公
立
学
校
職
員
の
分
限
に
関
す
る
条
例
（
昭
和
三
十
一
年
福
岡
県
条
例
第
四

十
七
号
）
第
三
条
及
び
福
岡
県
職
員
の
分
限
に
関
す
る
条
例
（
昭
和
四
十
六
年
福
岡
県
条
例
第
四

十
三
号
）
第
三
条
の
規
定
に
よ
る
休
職
（
水
難
、
火
災
そ
の
他
の
災
害
に
よ
り
、
生
死
不
明
又
は

所
在
不
明
と
な
つ
た
場
合
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
原
因
で
あ
る
災
害
が
公
務
上
の
災
害
又
は
通
勤
に

よ
る
災
害
で
あ
る
も
の
に
限
る
。
）

　

三　

福
岡
県
警
察
職
員
の
分
限
に
関
す
る
条
例
第
二
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
休
職
の
う
ち
、
先
行

す
る
休
職
が
公
務
又
は
通
勤
に
基
づ
く
も
の

　

四　

公
益
的
法
人
等
へ
の
福
岡
県
職
員
の
派
遣
等
に
関
す
る
条
例
附
則
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
改
正

前
の
福
岡
県
職
員
の
分
限
に
関
す
る
条
例
第
三
条
に
規
定
す
る
休
職
で
あ
つ
て
同
条
第
一
号
の
事

由
に
該
当
す
る
も
の

２　

条
例
第
七
条
の
四
第
一
項
に
規
定
す
る
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
休
職
月
等
は
、
次
の
各
号
に

掲
げ
る
休
職
月
等
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
休
職
月
等
と
す
る
。

　

一　

地
方
公
務
員
法
第
五
十
五
条
の
二
第
一
項
た
だ
し
書
若
し
く
は
地
方
公
営
企
業
等
の
労
働
関
係

に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
二
百
八
十
九
号
）
第
六
条
第
一
項
た
だ
し
書
（
同
法
附

則
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
事
由
若
し
く
は
こ
れ
ら
に
準
ず
る

事
由
に
よ
り
現
実
に
職
務
を
と
る
こ
と
を
要
し
な
い
期
間
又
は
地
方
公
務
員
法
第
二
十
六
条
の
五

第
一
項
に
規
定
す
る
自
己
啓
発
等
休
業
（
福
岡
県
職
員
の
自
己
啓
発
等
休
業
に
関
す
る
条
例
（
平

成
十
九
年
福
岡
県
条
例
第
六
十
七
号
）
第
十
一
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ

る
条
例
第
十
条
第
四
項
に
規
定
す
る
場
合
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
）
に
よ
り
現
実
に
職
務
を

と
る
こ
と
を
要
し
な
い
期
間
の
あ
つ
た
休
職
月
等
（
次
号
及
び
第
三
号
に
規
定
す
る
現
実
に
職
務

を
と
る
こ
と
を
要
し
な
い
期
間
の
あ
つ
た
休
職
月
等
を
除
く
。
）　

当
該
休
職
月
等

　

二　

育
児
休
業
（
地
方
公
務
員
の
育
児
休
業
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
三
年
法
律
第
百
十
号
）
第
二

条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
育
児
休
業
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
よ
り
現
実
に
職
務
を
と
る
こ
と

を
要
し
な
い
期
間
（
当
該
育
児
休
業
に
係
る
子
が
一
歳
に
達
し
た
日
の
属
す
る
月
ま
で
の
期
間
に

限
る
。
）
又
は
地
方
公
務
員
の
育
児
休
業
等
に
関
す
る
法
律
第
十
条
第
一
項
に
規
定
す
る
育
児
短

時
間
勤
務
若
し
く
は
同
法
第
十
七
条
の
規
定
に
よ
る
短
時
間
勤
務
に
よ
り
現
実
に
職
務
を
と
る
こ

と
を
要
し
な
い
期
間
の
あ
つ
た
休
職
月
等　

退
職
し
た
者
が
属
し
て
い
た
条
例
第
七
条
の
四
第
一

項
各
号
に
掲
げ
る
職
員
の
区
分
（
以
下
「
職
員
の
区
分
」
と
い
う
。
）
が
同
一
の
休
職
月
等
が
あ

る
休
職
月
等
に
あ
つ
て
は
職
員
の
区
分
が
同
一
の
休
職
月
等
ご
と
に
そ
れ
ぞ
れ
そ
の
最
初
の
休
職
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う
。
）
に
達
し
た
時
点
で
募
集
の
期
間
は
満
了
す
る
も
の
と
す
る
旨
及
び
応
募
上
限
数
を
記
載
し
て

い
る
場
合
に
は
、
応
募
を
し
た
職
員
の
数
が
応
募
上
限
数
に
達
し
た
時
点
で
募
集
の
期
間
は
満
了
す

る
も
の
と
す
る
。

４　

任
命
権
者
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
募
集
の
期
間
が
満
了
し
た
場
合
に
は
、
直
ち
に
そ
の
旨
を
当

該
募
集
の
対
象
と
な
る
べ
き
職
員
に
周
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

（
退
職
す
べ
き
期
日
の
変
更
に
係
る
手
続
）

第
四
条
の
七　

任
命
権
者
は
、
認
定
を
行
つ
た
後
に
生
じ
た
事
情
に
鑑
み
、
認
定
を
受
け
た
職
員
（
以

下
こ
の
条
に
お
い
て
「
認
定
応
募
者
」
と
い
う
。
）
が
条
例
第
七
条
の
六
第
八
項
第
三
号
に
規
定
す

る
退
職
す
べ
き
期
日
（
以
下
こ
の
条
及
び
第
十
条
の
二
第
五
号
に
お
い
て
「
退
職
す
べ
き
期
日
」
と

い
う
。
）
に
退
職
す
る
こ
と
に
よ
り
公
務
の
能
率
的
運
営
の
確
保
に
著
し
い
支
障
を
及
ぼ
す
こ
と
と

な
る
と
認
め
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
認
定
応
募
者
に
そ
の
旨
及
び
そ
の
理
由
を
明
示
し
、
退
職
す

べ
き
期
日
の
繰
上
げ
に
つ
い
て
は
、
退
職
す
べ
き
期
日
の
繰
上
げ
同
意
書
（
様
式
第
二
号
の
七
）
、

繰
下
げ
に
つ
い
て
は
、
退
職
す
べ
き
期
日
の
繰
下
げ
同
意
書
（
様
式
第
二
号
の
八
）
に
よ
り
当
該
認

定
応
募
者
の
同
意
を
得
た
と
き
は
、
公
務
の
能
率
的
運
営
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
限
度
で
、
退

職
す
べ
き
期
日
を
繰
り
上
げ
、
又
は
繰
り
下
げ
る
こ
と
が
で
き
る
。

２　

任
命
権
者
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
退
職
す
べ
き
期
日
を
繰
り
上
げ
、
又
は
繰
り
下
げ
た
場
合
に

は
、
直
ち
に
、
退
職
す
べ
き
期
日
の
変
更
通
知
書
（
様
式
第
二
号
の
九
）
に
よ
り
、
新
た
に
定
め
た

退
職
す
べ
き
期
日
を
当
該
認
定
応
募
者
に
書
面
に
よ
り
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

（
知
事
に
対
す
る
送
付
及
び
報
告
）

第
四
条
の
八　

条
例
第
七
条
の
六
第
九
項
に
規
定
す
る
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
行

う
送
付
及
び
報
告
は
、
毎
年
四
月
中
に
、
前
年
度
に
認
定
を
受
け
た
応
募
を
し
た
職
員
の
数
及
び
当

該
認
定
に
係
る
全
て
の
募
集
実
施
要
項
（
同
条
第
五
項
に
規
定
す
る
必
要
な
方
法
を
周
知
し
た
場
合

に
あ
つ
て
は
、
当
該
方
法
を
含
む
。
）
に
つ
い
て
、
募
集
及
び
認
定
実
施
報
告
書
（
様
式
第
二
号
の

十
）
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

　

第
七
条
中
「
様
式
第
二
号
」
を
「
様
式
第
三
号
」
に
改
め
る
。

　

第
十
条
の
二
各
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　

一　

地
方
公
務
員
法
第
二
十
八
条
第
一
項
第
二
号
の
規
定
に
よ
る
免
職
又
は
こ
れ
に
準
ず
る
処
分
を

受
け
た
者

　

二　

地
方
公
務
員
法
第
二
十
八
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
失
職
（
同
法
第
十
六
条
第
一
号
に
該
当
す

該
職
員
の
範
囲
に
含
ま
れ
る
職
員
の
数
が
募
集
を
す
る
人
数
に
一
を
加
え
た
人
数
以
上
と
な
る
よ
う

に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
条
例
第
七
条
の
六
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
募
集
を
行
う
場

合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

３　

任
命
権
者
は
、
募
集
実
施
要
項
に
募
集
の
期
間
を
記
載
す
る
と
き
は
、
そ
の
開
始
及
び
終
了
の
年

月
日
時
を
明
ら
か
に
し
て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

（
応
募
及
び
応
募
の
取
下
げ
の
申
請
）

第
四
条
の
三　

応
募
は
、
早
期
退
職
募
集
応
募
申
請
書
（
様
式
第
二
号
の
二
）
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

２　

応
募
の
取
下
げ
は
、
早
期
退
職
募
集
応
募
取
下
げ
申
請
書
（
様
式
第
二
号
の
三
）
に
よ
る
も
の
と

す
る
。

　

（
認
定
を
し
、
又
は
し
な
い
旨
の
決
定
の
通
知
）

第
四
条
の
四　

通
知
は
、
次
の
各
号
の
区
分
に
応
じ
て
当
該
各
号
に
定
め
る
通
知
書
に
よ
る
も
の
と
す

る
。

　

一　

条
例
第
七
条
の
六
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
認
定
（
以
下
こ
の
条
、
第
四
条
の
七
第
一
項
、
第
四

条
の
八
及
び
第
十
条
の
二
第
五
号
に
お
い
て
「
認
定
」
と
い
う
。
）
を
す
る
旨
の
決
定
を
し
た
と

き　

認
定
通
知
書
（
様
式
第
二
号
の
四
）

　

二　

認
定
を
し
な
い
旨
の
決
定
を
し
た
と
き　

不
認
定
通
知
書
（
様
式
第
二
号
の
五
）

　

（
退
職
す
べ
き
期
日
の
通
知
）

第
四
条
の
五　

条
例
第
七
条
の
六
第
七
項
に
規
定
す
る
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
行

う
通
知
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
第
七
項
通
知
」
と
い
う
。
）
は
、
退
職
す
べ
き
期
日
の
決
定
通

知
書
（
様
式
第
二
号
の
六
）
に
よ
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
認
定
通
知
書
に
よ
り
第
七
項
通
知
を

併
せ
て
行
つ
た
場
合
は
、
退
職
す
べ
き
期
日
の
決
定
通
知
書
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

（
募
集
の
期
間
の
延
長
等
に
係
る
手
続
）

第
四
条
の
六　

任
命
権
者
は
、
募
集
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
募
集

の
期
間
を
延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２　

任
命
権
者
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
募
集
の
期
間
を
延
長
し
た
場
合
に
は
、
直
ち
に
そ
の
旨
及
び

延
長
後
の
募
集
の
期
間
の
終
了
の
年
月
日
時
を
当
該
募
集
の
対
象
と
な
る
べ
き
職
員
に
周
知
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

３　

任
命
権
者
が
募
集
実
施
要
項
に
募
集
の
期
間
の
終
了
の
年
月
日
時
が
到
来
す
る
ま
で
に
応
募
を
し

た
職
員
の
数
が
募
集
を
す
る
人
数
以
上
の
一
定
数
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
応
募
上
限
数
」
と
い
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を
　
　
　
　
　
　
に
改
め
、

　
　
　
　
　
　

同
様
式
を
様
式
第
二
号
と
し
、
同
様
式
の
前
に
次
の
一
様
式
を
加
え
る
。

る
場
合
に
限
る
。
）
又
は
こ
れ
に
準
ず
る
退
職
を
し
た
者

　
三
　
条
例
第
四
条
第
一
項
第
三
号
又
は
第
五
条
第
一
項
第
六
号
に
規
定
す
る
者

　
四
　
条
例
第
五
条
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
者

　
五
　
認
定
を
受
け
て
退
職
す
べ
き
期
日
に
退
職
し
た
者

　
六
　
公
務
上
の
傷
病
に
よ
り
退
職
し
た
者

　
第
二
十
三
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
二
十
三
条
　
削
除

　
第
二
十
四
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　
（
条
例
第
十
条
の
二
第
二
号
に
規
定
す
る
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
法
人
）

第
二
十
四
条
　
条
例
第
十
条
の
二
第
二
号
に
規
定
す
る
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
法
人
は
、
次
に
掲

げ
る
法
人
と
す
る
。

　
一
　
旧
財
団
法
人
福
岡
県
農
業
総
合
開
発
公
社

　
二
　
旧
財
団
法
人
苅
田
フ
ェ
リ
ー
埠
頭
公
社

　
三
　
旧
財
団
法
人
福
岡
県
労
働
福
祉
公
社

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
「
　0.02

　
様
式
第
二
号
を
削
り
、
様
式
第
一
号
の
（
右
）
中
「0.02

」
を 

　
　   
　
に
改
め
、
「
整
理
退
職
又

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　 0.03
　
」

は
」
を
削
り
、

勤続35年以下算
出された額

長期勤続者等に対する退職手当
の特例規定の適用を受けるもの

勤続35年以下
算出された額

退職手当の特例規定の適用を受
けるもの
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様式第１号（第３条の２関係） 
（表） 

退職の理由の記録 
 

作成年月日      年    月    日 

 
氏  名 

 

 
 
          〔男・女〕 

 
生年月日 

 
     年    月    日 

  （    歳） 

勤務所属 
 
 
 

職   名  

勤続期間         年     月   
採用年月日  年    月    日      

退職年月日 年    月    日 

退職の理由 福岡県職員の退職手当に関する条例第  条第  項第  号に掲げる者に該当 

当該退職の

理由に該当

するに至つ

た経緯 

 

作成者の職名、氏名及び印  
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（裏） 

 
備考 退職理由記録の記入要領は、次のとおりとする。 

1 「作成年月日」欄には、退職理由記録を作成した日を記入する。 
2  「氏名」欄及び「生年月日」欄には、職員の氏名及び生年月日（年齢は、退職時の満年齢）を
記入する。 

3 「勤務所属」欄には、退職時の勤務所属を記入する。 
4 「職名」欄には、退職時の職名を記入する。なお、警察官については、退職時の階級を括弧書 
で併記する。退職する前に「警務部付等」となつた場合には、その直前の職名を括弧書で併記す

る。 
5 「勤続期間」欄には、退職手当の算定の基礎となる勤続期間（月単位までとし、一月未満の端 
数は切り捨てる。）を記入する。 

6 「採用年月日」欄及び「退職年月日」欄には、退職手当の算定の基礎となる在職期間に係る採 
用年月日及び退職年月日を記入する。 

7 「退職の理由」欄には、当該職員の勤続年数に応じて福岡県職員の退職手当に関する条例第４ 
条第１項第３号又は第５条第１項第６号のうち該当する条項を記入する。 

8 「当該退職の理由に該当するに至つた経緯」欄には、当該退職の理由に該当するに至つた経緯 
その他の事務の都合の具体的な内容を記入する。 

9 「作成者の職名、氏名及び印」欄には、退職理由記録を作成した者の職名及び氏名を記入した 
上、押印する。 
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様式第２号の２（第４条の３関係） 

 

早期退職募集応募申請書 

 

 

任命権者 殿                応募年月日     年  月  日 

 

                      応募申請者           ○印 

 

 私は、福岡県職員の退職手当に関する条例第７条の６第３項の規定により、この度の早

期退職の募集に応募いたします。 

 

１ 応募申請者について 

ふりがな 

氏・・名 

 

 

所 属  

職 名  

職員番号  

生年月日   年  月  日 年 齢        歳 

（注）「年齢」については   年  月  日現在で記入すること。 

 

２ 応募をする早期退職の募集について 

退職すべき 

期日又は期間 
     

備 考  

（注）「退職すべき期日又は期間」欄には、募集実施要項に記載されている期日・期間を記入する

こと。 

 

※任命権者記入欄 

受理年月日   年  月  日 受理番号  
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様式第２号の３（第４条の３関係） 

 

早期退職募集応募取下げ申請書 

 

 

任命権者 殿              取下げ年月日     年  月  日 

 

                     取下げ申請者           ○印 

 

 

 私は、福岡県職員の退職手当に関する条例第７条の６第３項の規定により、早期退職募

集に係る応募申請を取り下げます。 

 

 

１ 取下げ申請者について 

ふりがな 

氏・・名 

 

 

所 属  

職 名  

職員番号  

 

 

２ 認定について 

認定通知書に記載された認定年月日      年  月  日 

退 職 す べ き 期 日 又 は 期 間       

（注）「２ 認定について」欄には、取下げ時点において認定を受けている場合に記入すること。

また、このうち「退職すべき期日又は期間」欄には、取下げ時点において退職すべき期日が既

に通知されている場合は当該期日を、それ以外の場合は募集実施要項に記載されている退職す

べき期間を記入すること。 

 

 

※任命権者記入欄 

受理年月日   年  月  日 

応募申請書 

の受理番号 
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様式第２号の４（第４条の４関係） 

 

第     号 

年  月  日 

 

            

 

認 定 通 知 書 

 

 

 殿 

 

 

                          （任 命 権 者）   印 

 

 

   年  月  日付けで申請のあった早期退職募集に係る応募については、福岡県

職員の退職手当に関する条例第７条の６第５項の規定により認定の決定をしましたので、

同条第６項の規定により通知します。 

 

 

認 定 年 月 日 年  月  日 

退職すべき期日又は期間  

（注）「退職すべき期日又は期間」欄には、募集実施要項に退職すべき期日を記載した場合にあつ

ては当該期日を、退職すべき期間を記載した場合にあつては当該期間内の期間又は期日を記入

すること。 
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様式第２号の５（第４条の４関係） 

第     号 

年  月  日 

 

 

不認定通知書 
 

 

 

 殿 

 

 

                        （任 命 権 者）   印 

 

 

   年  月  日付けで申請のあつた早期退職募集に係る応募については、福岡県

職員の退職手当に関する条例第７条の６第５項の規定により認定をしない旨の決定をしま

したので、同条第６項の規定により通知します。 

 

 

不認定の理由 
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様式第２号の６（第４条の５関係） 

 

第     号 

年  月  日 

 

 

退職すべき期日の決定通知書 

 

 
 

 殿 

 

 

                          （任 命 権 者）   印 

 

 

 あなたの退職すべき期日については、  年   月   日と決定しましたので、

福岡県職員の退職手当に関する条例第７条の６第７項の規定により通知します。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第３５６０号 増刊②福 岡 県 公 報平成 25 年 12 月 27 日　金曜日 14

様式第２号の７（第４条の７関係） 

 

 

退職すべき期日の繰上げ同意書 

 

年  月  日 

 

 

 

任命権者 殿 

 

 

                                   ○印 

 

 

私は、福岡県職員の退職手当に関する条例の施行に関する規則第４条の７第１項の規定

により下記の退職すべき期日を繰り上げることに同意します。 

 

記 

 

既に通知された退職すべき期日      年  月  日 

認 定 年 月 日      年  月  日 

（注）「認定年月日」欄には、認定通知書（様式第２号の４）に記載されている認定年月日を記入

すること。 
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様式第２号の８（第４条の７関係） 

 

 

退職すべき期日の繰下げ同意書 

 

年  月  日 

 

 

 

任命権者 殿 

 

 

                                   ○印 

 

 

私は、福岡県職員の退職手当に関する条例の施行に関する規則第４条の７第１項の規定

により下記の退職すべき期日を繰り下げることに同意します。 

 

記 

 

既に通知された退職すべき期日      年  月  日 

認 定 年 月 日      年  月  日 

（注）「認定年月日」欄には、認定通知書（様式第２号の４）に記載されている認定年月日を記入

すること。 
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様式第２号の９（第４条の７関係） 

 第     号 

年  月  日 

 

退職すべき期日の変更通知書 

 

 

 

 殿 

 

 

                        （任 命 権 者） 印 

 

 

あなたの退職すべき期日は、福岡県職員の退職手当に関する条例の施行に関する規則第

４条の７第２項の規定により、下記のとおり変更することとしましたので、通知します。 

 

記 

 

退職すべき期日 

変更前     年  月  日 

変更後     年  月  日 

変更同意日     年  月  日 

（注）「変更同意日」は、提出された退職すべき期日の繰上げ同意書（様式第２号の７）又は退職 

すべき期日の繰下げ同意書（様式第２号の８）に記載されている年月日を記入すること。 
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様式第２号の１０（第４条の８関係） 

 

第     号 

  年  月  日 

 

募集及び認定実施報告書 

 

 

 

福岡県知事 殿 

 

 

                        （任 命 権 者） 印 

 

 

福岡県職員の退職手当に関する条例第７条の６第９項の規定により、   年度に実施

した早期退職募集及び認定について、認定を受けた応募者の数を報告するとともに、その

認定に係る全ての募集実施要項（同条第５項に規定する必要な方法を周知した場合にあつ

ては、当該方法を含む。以下同じ。）を送付します。 

 

１ 認定を受けた応募者の数 

 

 

２ 募集実施要項 

 

 実際の募集の期間 退職すべき期日又は期間 必要な方法の有無 

別添１ 
年 月 日から 

年 月 日 
  

別添２ 
年 月 日から 

年 月 日 
  

別添３ 
年 月 日から 

年 月 日 
  

・ 

・ 

・ 

   

（注１）別添番号を付記の上、募集実施要項を添付すること。 

（注２）募集の期間が終了していない募集にあつては、終了予定日を記入すること。 
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様式第３号（第７条関係） 
（表） 

福  岡  県  職  員  退  職  票 

①   年  月  日交付 ②所属名   

退
職
し
た
職
員 

③氏 名  ④性別 男・女 
⑤ 
生年月日 
及び年齢 

 
年  月  日 
満     歳 

⑥住所又は居所  

⑦就職年月日 年 月 日 ⑨給与形態 (A)月 給 ⑩勤続年数     年   月 

⑧退職年月日 年 月 日 (B)日 給 ⑪受給資格 
区   分 

 

(A)一般受給資格 

⑫
失
業
者
の
退
職
手
当
算
定
の
基
礎
と
な
る
給
与
総
額 

(A)基本となる給与が月によつて定めら
れている者 

(B)基本となる給与が、労働した
日によつて定められている者 

(B)高年齢受給資格 

(C)特例受給資格 

退職の月前６月に支払われた給与の総

額 
 

１ 給料            円  

２ 扶養手当         円  

３ 地域手当         円  

４ 時間外勤務手当      円  

５      手当      円  

６      手当      円  

７      手当       円  

８      手当       円  

９      手当       円  

10      手当        円      

 

 

 合 計            円  

 

退職の月前６

月における労

働日数 
給与額 ⑬賃金日額算定の根拠及び額 

月分  日   円 賃金日額 円                

月分  日   円 
算定の方式 

 

 

 

 

 

 

 

月分  日   円 

月分  日   円 

月分  日   円 

月分  日  円 

合   計 円 

⑭退職時に支払われた一 

般の退職手当等の額 
円  

説明欄  ⑮退職時の 
 給料月額 

       円 

 

⑯退 職 事 由 別紙のとおり 

⑰上記の記載事項を確認する。                      

（退職した職員の氏名）                                  

⑱交付所属 
所在地                          TEL 

所属名  

⑲所属長名及び印                                           

⑳交付所属記入欄  

 ○印  

  印
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① 欄には、この票を職員に交付した日を記入すること。 
② 欄には、退職した職員が所属していた所属名を記入すること。 
③ 欄には、退職した職員の氏名を記入すること。 
④ 欄には、退職した職員の性別について男女のいずれかに○印を付けること。 
⑤ 欄には、退職した職員の生年月日及び満年齢を記入すること。 
⑥ 欄には、退職した職員の住所又は居所を記入すること。 
⑦ 欄には、退職した職員の退職前引き続き職員又は職員以外の地方公務員等として勤務し始めた就職の年月日を記入する
こと。 

⑧ 欄には、退職した職員の退職した年月日を記入すること。 
⑨ 欄には、退職した職員の給与形態に応じて(Ａ)欄又は(Ｂ)欄に○印を付けること。 
⑩ 欄には、退職した職員の⑦欄から⑧欄までの退職手当の計算の基礎となつた勤続期間及び福岡県職員の退職手当に関す
る条例第９条第１項の規定によつて通算される期間の合計期間を記入すること。 

⑪ 欄には、退職した職員を雇用保険法の被保険者とみなした場合において、同法第37条の２第１項に該当する者は(Ｂ)欄
に、同法第38条第１項各号のいずれかに該当する者は(Ｃ)欄に、その他の者については(Ａ)欄に○印を付けること。 

⑫ 欄には、退職した職員の退職の月前の最後の６月間に支払われた給与の総額を記入し、職員の基本となる給与が月給に
よつて定められている場合には、(Ａ)欄に給与の種類別に６月間の総額を記入し、職員の基本となる給与が日給によつ
て定められている場合には、(Ｂ)欄にその各月の労働日数及び給与額を記入すること。 

⑬ 欄には、退職した職員の賃金日額及び算定の方式を記入すること。 
⑭ 欄には、退職した職員の退職時に支払つた一般の退職手当等の額を記入すること。なお、説明欄には、一般の退職手当
等の全部又は一部を支給しないこととする処分が行われた場合にはその旨を記入すること。 

⑮ 欄には、退職した職員の退職時の給料月額（給料が日額で定められている者にあつては日額）を記入すること。 
⑯ 欄には、退職の主たる事由を一つ選択し、所属長記入欄の□に○印を記入の上、具体的事情記入欄（所属長用）に具体
的事情を記入すること。 

⑱ 欄には、この退職票を交付する所属の所在地、電話番号及び名称を記入すること。 
⑲ 欄には、所属長の氏名を記入し、その印を押すこと。 
⑳ 欄には、通算される期間（⑩欄に同じ）、基本手当の日額、所定給付日数及び待期日数その他必要な事項を記入すること。 

（裏） 
 

 
 
１ 記入上の注意 
⑯欄には、職員の個人的な事情に起因する退職の場合、退職の主たる事由を一つ選択し、退職者記入欄の□の中に○印を
記入すること。 
⑰欄には、記載事項に相違ないと認めた場合、氏名を記入して印を押すこと。なお、記載事項について誤りがあるときは、
速やかに所属長に申し出て訂正を受けること。 

２ この票の交付を受けたときは、速やかに任命権者に出頭の上提出すること。 

 
    
 

 
１  職員が退職したとき、その職員が失業者の退職手当を受ける資格を有する場合には、所属長はこの退職票に所定の事項
を記入し、押印した上退職した職員に交付すること。 

２  記入上の注意 
 

 

所属長の記入心得 

退職した職員の注意事項 



第３５６０号 増刊②福 岡 県 公 報平成 25 年 12 月 27 日　金曜日21

 

具体的事情記入欄（所属長用） 

 
⑯退職事由 
【退職事由は所定給付日数・給付制限の有無に影響を与える場合があり、適正に記入して

ください。】 
所属長 
記入欄 

退職者 
記入欄 

退  職  の  事  由 

□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 

 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 

  １ 定年、任用期間満了によるもの 
(1)  定年による退職（定年  歳） 
(2)  任用期間満了による退職 

 
  ２ 地方公務員法に基づく処分等によるもの 

(1)  懲戒免職等処分 
(2)  地方公務員法第 28条第１項第１号若しくは第３号   

の規定による免職又はこれに準ずる処分 

(3)  地方公務員法第 28条第１項第２号の規定による免  

職又はこれに準ずる処分 

(4)  地方公務員法第 28条第１項第４号の規定による免 

職又はこれに準ずる処分 

(5)  地方公務員法第 28条第 4項の規定による失職（同        

法第 16条第１号に該当する場合に限る。）又はこれに

準ずる退職 

(6)  地方公務員法第 28条第 4項の規定による失職（同 

法第 16 条第１号に該当する場合を除く。）又はこれ

に準ずる退職 

(7)  福岡県職員の退職手当に関する条例第４条第１項  

第３号又は第５条第１項第６号の規定による退職 

(8)  福岡県職員の退職手当に関する条例第７条の６第  

５項に規定する認定を受けて同条第８項第３号に規

定する退職すべき期日にする退職 

 
  ３ 公務上の傷病による退職 
 
  ４ 職員の個人的な事情に起因する退職 

(1)  勤務に耐えられない体調不良、けが等があつたため 
(2)  妊娠、出産、育児等を行う必要があつたため 
(3)  家庭の事情の急変（父母の扶養、親族の介護等）が 
あつたため 

(4)  配偶者等との別居生活が継続困難となつたため 
(5)  転居により通勤困難となつたため 

（新住所：       ） 
(6)  その他（具体的に              ） 

 
  ５ その他（１～４のいずれにも該当しない場合） 

 

様式第３号（別紙） 
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附
　
則

　

（
施
行
期
日
）

１　

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

　

（
退
職
勧
奨
の
記
録
に
関
す
る
規
則
の
廃
止
）

２　

退
職
勧
奨
の
記
録
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
六
十
年
福
岡
県
人
事
委
員
会
規
則
第
二
十
一
号
）
は
、

廃
止
す
る
。

　

（
退
職
勧
奨
の
記
録
に
関
す
る
経
過
措
置
）

３　

前
項
の
規
定
に
よ
り
廃
止
さ
れ
た
退
職
勧
奨
の
記
録
に
関
す
る
規
則
の
規
定
に
よ
り
作
成
さ
れ
た

退
職
勧
奨
の
記
録
の
保
管
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

　

（
施
行
日
前
に
退
職
し
た
者
が
改
正
前
の
第
十
条
の
二
第
一
号
等
に
掲
げ
る
者
に
該
当
す
る
場
合
の

経
過
措
置
）

４　

施
行
日
前
に
退
職
し
た
職
員
が
こ
の
規
則
に
よ
る
改
正
前
の
第
十
条
の
二
第
一
号
、
第
二
号
又
は

第
六
号
に
掲
げ
る
者
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
こ
の
規
則
に
よ
る
改
正
後
の
第
十
条
の
二
に
規
定
す

る
条
例
第
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
者
と
み
な
す
。

　

（
施
行
日
前
に
退
職
し
た
者
に
係
る
福
岡
県
職
員
退
職
票
に
関
す
る
経
過
措
置
）

５　

施
行
日
前
に
退
職
し
た
者
に
交
付
す
る
福
岡
県
職
員
退
職
票
に
つ
い
て
は
、
こ
の
規
則
に
よ
る
改

正
前
の
様
式
第
二
号
に
よ
る
も
の
と
す
る
。


